応益負担即時廃止・予算実現を求める
12.10緊急アピール
　私たち障害者自立支援法訴訟の原告、弁護団、勝利をめざす会は、障害のある人たちの生きる権利の保障を求めてたたかってきました。
　自立支援法の廃止が約束される中、私たち訴訟団が求めることは、応益負担の即時廃止の具体化であり、その第一歩が来年度予算の事項要求となっている「暫定的な利用者負担の軽減等」の実施です。また、必要な支援サービス量が受けられるようにすることも譲ることの出来ない課題です。

　自立支援法の応益負担や支援のサービス量制限により障害者、家族の生活は苦しめられ、日本に暮らす市民に保障された生存権さえ脅かされる実態があり、このことはいまなお続いています。
　市民の目線、生活第一を掲げる政権ならば、まずやれるべきことは、一番底辺におかれている人たちの生活実態を改善することではないでしょうか。
　障害者の人権を保障する新法づくりは、時間をかけた議論が必要ではあっても、自立支援法の根本問題である応益負担等の問題については、一刻の猶予も許されません。もし、このことを新政権が先送りすることとなれば、それは旧政権のもとで行なわれてきた障害者の実態を無視した強行政治と同じにしか映りません。
　私たちは、上記の趣旨に立ち、新政権ならびに全国会議員のみなさんに以下のことを要望いたします。そして、このことを実現させるために社会に大きくアピールします。
１．障害者自立支援法が導入した「応益負担」を即時に廃止してください。
２．法の廃止の第一歩として、平成22年度政府予算案の事項要求となっている「暫定的な利用者負担の軽減等」を必ず実施していただき、少なくとも障害福祉サービス、補装具、自立支援医療等について、市町村税非課税世帯を無料にしてください。

３．障害のある全ての人がサービスからもれ落ちることなく、必要なサービスを「制度の谷間」なく受けられるように障害定義を見直してください。また、従来受けられていた支援サービスからもれ落ちる等の危機的状況にある当事者への緊急措置や、報酬の日払い制度を月額払い制度に改めることなど、運用等で対策が可能となるものについては早急に改善を行ってください。
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